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【背景・目的】国際協力機構による海外協力隊事業は、
国際協力の志を持った者を開発途上国に派遣し、現地
の人々とともに生活し、異なる文化・習慣に溶け込み
ながら、草の根レベルで途上国が抱える課題の解決に
貢献する事業のことである。青年海外協力隊として派
遣された中米ニカラグアで、2016 年 4 月から 9 月まで
6 か月間で、「障がいのあるこどもと介護者の負担」に
ついて調査した。同年 12 月に PDDH（Procuraduría 
para la defensa de los Derecho Humano：人権保障委
員会）の特別弁護士、Rosa Salgado 氏に面談を依頼し
た。調査の結果を報告し、現地の人権保障委員会の活
動やその方針との類似点や、不足点を考察することを
目的とした。 
 
【方法】調査の対象は、障がい児の早期療育センター
を担う、現地 NGO ロス・ピピートス・ソモトの登録
児とその主たる介護者で、調査前に、児の介護者へ十
分な説明をし、同意が得られた家族 43 組が参加した。
調査内容として、障がい児には、セラピストが PEDI-
CAT （ The Pediatric Evaluation of Disability 
Inventory：リハビリテーションのためのこどもの能力
低 下 評 価 表 ）、 GMFCS （ Gross motor function 
classification system：移動機能による障害の重症度分
類)を用いて「障がい児の自立度」を評価し、介護者に
対しては、世界保健機構の提唱する WHODAS 2.0
（Disability Assessment Schedule2.0：健康と障害に
ついて文化的影響を除いて測定 する標準ツール）で
「介護者の生活機能の低下割合」を評価した。そこで
「障がい児の自立度」と「介護者の生活機能の低下割
合」の関連性の分析を，スピアマンの順位相関係数の
検定を用いて行った。 
 これらの調査結果について、ボランティア活動中よ
り交流のあった、ニカラグア保健省人権保障委員会へ
面談の約束をし、当研究の報告をし感想を得た。同時
に今後のニカラグア人権委員会の動向についてインタ
ビューを行った。 
 
【結果】2016 年当時、ニカラグアの保健省における障
がい者支援では、まだ障がい者手帳や登録のシステム
が導入されておらず、国中における障がい児・者の全
体数の把握も滞っていた。国として障がい児・者の全
体数と彼らの就学の有無の把握も急務であり、そこに
は教育省、保健省のみならず、現地 NGO の協力も欠
かせない。2017 年の目標会議では、インクルーシブ教
育、公共インフラ整備の他に、人権保障委員会および
保健省他機関の国側と NGO との連携強化が挙げられ
た。一方これまでの取り組みの中で、人権委員会が障
がい児・者とその家族の声を直に聞き取る機会は少な
く、やっと声明を表した家族と面談出来ても数には限
りがあるという。 
 当研究は、ニカラグアの「障がい児の自立度」とそ
の「介護者の生活機能の低下」の関連を初めて研究し
たものであり、子供の自立度が介護者の生活機能に影
響を与えている可能性を明らかにした。今後も NGO
やその他支援機関で草の根レベルの研究が発展し、報
告されることで、障がい児とその介護者が直面する現
状を中枢の国が把握でき、彼らへの支援の課題の解決
に貢献しうると期待を述べられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 人権保障委員会の Rosa 氏との面談時 
 
【考察】公としての国の構成員はすべての国民である
が、時に困窮した国民自身が忘れがちになる。国民一
人一人が自分たちの公を作り上げていく推進力として、
NGO 活動は国の方針へ影響を与えることが大切である。
今回、ニカラグア保健省人権保障委員会の Rosa 氏と面
談を実現できたことより、ニカラグアの公は門戸が開
かれていると理解できる。公としてのニカラグア保健
省へ、障がいのあるこどもと介護者の負担の調査結果
を報告することは、ニカラグアの障がい児・者支援の
目標である、国側と NGO の連携の方向性と大きな相
違なかった。 
 
【結論】ニカラグア農村部での NGO ロス・ピピート
ス・ソモトで行った障がい児と介護者の負担に関する
調査・研究を、保健省人権保障委員会へ報告する貴重
な機会を得た。今後はさらに保健省と NGO との関わ
りの強化が期待される。 
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